
国家戦略特別区域法 

   

１．審議経過 

 １１月 ８日（金） 衆・本会議   趣旨説明・質疑 

     〃        衆・内閣委員会 趣旨説明 

    １３日（水） 衆・内閣委員会 質疑① 

    １４日（木） 衆・内閣委員会 参考人質疑 

    １５日（金） 衆・内閣委員会 質疑② 

    ２０日（水） 衆・内閣委員会 質疑③、修正の上採決（附帯決議） 

    ２１日（木） 衆・本会議   採決・可決 

    ２２日（金） 参・本会議   趣旨説明・質疑 

    ２６日（火） 参・内閣委員会 趣旨説明・質疑① 

 １２月 ６日（金） 参・内閣委員会 質疑②・採決 

     ７日（土） 参・本会議   採決・可決成立 

 

２．労働関係条文の修正内容 

 概要：政府提出法案において、国家戦略特別区域会議（以下「会議」という。） 

は、個別労働関係紛争の未然防止等のための事業主に対する援助の実施

に関し、内閣総理大臣及び関係行政機関の長に対し、意見を申し出るこ

とができることとされていたが、内閣総理大臣及び関係行政機関の長は、

会議の意見に対して意見を述べるものとし、会議は、当該内閣総理大臣

及び関係行政機関の長の意見を尊重するものとする規定が追加。 
    ※修正後の条文（労働関係抜粋）については別紙参照 
 

３．労働関係附帯決議の内容 

国家戦略特別区域法案に対する附帯決議（抄） 
（平成 25年 11 月 20 日衆議院内閣委員会） 

 
 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用等について遺憾なきを

期すべきである。 
 
一～五 （略） 
六 本法に基づく個別労働紛争関係の未然防止等のための事業主に対する援助と併せて、 

労働者に対して、本法に係る十分な情報の提供等を行うとともに、労働者の職業能力の

開発及び向上を促進する施策を積極的に講ずること。なお、当該援助を行うにあたって

は、既存の行政組織により現に提供されている援助との関係整理を十分に行うとともに、

当該援助が労使双方にとって公平・公正に行われるように十分留意すること。 
七～十 （略） 

資料 No.1-1 



研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び 
研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期に

関する法律の一部を改正する法律 
 
 

１．審議経過 

 １１月２９日（金） 衆・文部科学委員会 趣旨説明・質疑・採決（附帯決議） 

 １２月 ３日（火） 衆・本会議     採決・可決 

 １２月 ５日（木） 参・文教科学委員会 趣旨説明・質疑・採決 

    〃      参・本会議     採決・可決成立 

２．労働関係条文の修正内容 

 なし 
 

３．労働関係附帯決議の内容 

 

研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進

等に関する法律及び大学の教員等の任期に関する法律の一部を改正する法律案に対する 
附帯決議（抄） 

（平成 25年 11 月 29 日衆議院文部科学委員会） 

  
 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきである。 
 
 一 本法で労働契約法の特例措置を講じたことは、あくまで例外であることを踏まえ、  
  その趣旨に反して他の職種にも適用されることがないよう十分留意すること。 
 二 雇用労働政策の決定や法律の制定改廃は、労働政策審議会の議を経るというこれま 

での原則を変更しないこと。 
 三 今回の法改正による労働契約法の特例の対象となる者の雇用の安定を図るために必 
  要な研究開発等の推進のための基盤の整備に係る方策について検討を加え、その結果 
  に基づいて必要な措置を講ずること。 
 四 民間企業で有期雇用される研究者等が大学等と共同研究開発を行う場合の労働契約 
  法の特例については、速やかに研究者等の雇用の安定が図られるよう必要な検討を行 
  い、必要な措置を講じること。また、特例の対象者が著しく拡大することがないよう 
  にすること。 
 五～七 （略） 


